
共創ラボ＠YAMATEDAI︓
オールドニュータウン型スマートシティに向けて

実践研究報告 No.2222

実践研究テーマ︓オールドニュータウンのウォーカブルデザイン



⼤阪公⽴⼤学/加登 遼
葉 健⼈，中津 壮⼈，中村 昌平，安原 忍，新開 邦弘，服部 健太，
吉⽥ 友彦

資料1 省エネ基準と沖縄モデルの違い

実践研究報告No.2222 

オールドニュータウンの
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オールドニュータウンでは，急増する⾼齢者の暮らしを⽀える
ウォーカブルデザインが求められている。本実践研究の⽬的は，
オールドニュータウンの茨⽊市⼭⼿台を事例に，⾼齢者の歩数増加
に有効なウォーカブルデザインを解明することである。

本実践研究が実践するウォーカブルデザインは，近隣センターで
健康を⽀援する「健康相談会」と，⾃宅からモビリティスポットま
での歩⾏を⽀援する「⾹共道路計画」である。その結果，それら２
つのウォーカブルデザインにより，65歳以上居住者は，231.40歩
／⽇ほど，有意に増加したことを解明した。



1. 序論
1.1 背景

本実践研究の背景は，オールドニュータウン（以下，
「オールドNT」）における急速な⾼齢化であるオー
ルドNTとは，⾼度経済成⻑期に，⼤都市圏周辺地域
で⼤規模に開発された⼀団の郊外住宅地である⽂１）。

このオールドNTには，⼾建住宅，テラスハウス，
公営住宅などが⽴地することが多く，地区計画や建築
協定を締結する⾃治会も多い。そして，⼟地利⽤規制
で第⼀種低層住居専⽤地域に指定されることで，閑静
な住宅地として，現在も多くの⼈が居住している。そ
の⼀⽅で，オールドNTの多くは，⾼齢化率30%を超
えており，居住者の健康で⾃⽴的な⽣活環境の維持が
課題である⽂２）。特に，鉄道駅舎が隣接しないオール
ドNTの居住者は，⾃家⽤⾞の運転免許証の返納に合
わせて，徒歩を中⼼としたライフスタイルへの移⾏を
余儀なくされている⽂３）。

すなわち，増加する⾼齢者の⾃⽴的な⽣活を維持す
るために，ウォーカブルな近隣環境のデザインが必要
である。

そこで加登ら（2022）は，住総研・研究助成
（No.2010）の⽀援を受けて，⼤阪府茨⽊市⼭⼿台を
事例に，ウォーカビリティの観点から，オールドNT
の将来シナリオを研究した⽂４）。

具体的に，インタビュー調査から，「⼈⼝フレー
ム」と「他エリアとの移動性」という２軸のドライビ
ングフォースを抽出して，「循環交通型／ヘルスケア
型／親⼦近居型／リモートワーク型シナリオ」を得た。

その将来シナリオに関して，アンケート調査を実施
した結果，オールドNTでは，ヘルスケア型シナリオ
と循環交通型シナリオの居住者評価が⾼いことを解明
した。その成果を基に，2021年度より，ヘルスケア
型シナリオの実現に向けたウォーカブルデザインを実
践している。

1.2 ⽬的
本実践研究の⽬的は，オールドNTの茨⽊市⼭⼿台

を事例に，⾼齢者の歩数増加に有効なウォーカブルデ
ザインを解明することである。具体的に，ウォーカブ
ルデザインとは，「居住者の歩⾏を促進する居住環境
のデザイン」である⽂５）。すなわち，都市こそが
ウォーカブルを実現する基盤であり，ポピュレーショ
ンアプローチとして，歩⾏を⽇常⽣活にビルトインし
て，国⺠の健康レベルの向上に貢献できるのである⽂

６）。
このウォーカブルデザインについて，研究主査は，

都市の持続可能性の向上⽂７）や，将来⼈⼝の維持⽂８）

に寄与することを解明してきた。また，コロナ禍で市
⺠の⽣活圏がウォーカブルに変化したことを解明して
きた⽂９，10，11，12、13）。その⼀⽅，他の市街地類型と⽐
較して，オールドNTでは，ウォーカビリティを向上
する⽅策が乏しく，新たなアイデアの必要性が指摘さ
れてきた⽂１）。

本実践研究が実践するウォーカブルデザインは，近
隣センターで健康を⽀援する「健康相談会」と，⾃宅
からモビリティスポットまでの歩⾏を⽀援する「⾹共
道路計画」である。それらは，共創ラボ@ IBARAKI
において研究主査が提案したオールドNT型スマート
シティの中で注１），ヘルスケア型シナリオに関連する
プロジェクトである（図1-1）。

本実践研究の研究デザインは，茨⽊市⼭⼿台を事例
とした，前後⽐較調査である。⼭⼿台健康フェスタで，
参加者を募集した。そして，ベースライン期間とフォ
ローアップ期間は，それぞれ１か⽉ほど設けた。また，
アウトカムは歩数に設定した。そして，⾼齢者への効
果を測るため，年齢に応じて，65歳以上居住者，64
歳以下居住者を⽐較する。そのために，⼆元配置分散
分析により、前後⽐較と年齢による交互作⽤を分析し
た。

1.3 新規性
ウォーカビリティ指標に基づくと，居住者の歩⾏を

促進するウォーカブルデザインは，⼟地利⽤の多様性，

図1-1 ⼭⼿台におけるオールドNT型スマートシティ



ストリートデザイン，公共交通機関，世帯密度などが
提案されている⽂14）。この内，オールドNTでは，第⼀
種低層住居専⽤地域を中⼼とした厳しい⼟地利⽤規制
があることや，世帯数を増加するのは困難という問題
がある。

そこで，ストリートデザインに関して，イギリスの
DIYストリートプロジェクトは，周辺に居住する⾼齢
者の主観的なウォーカビリティを向上したが⽂15），活
動レベルは上昇しなかった⽂16）。その⼀⽅、オースト
ラリアにおける歩道の整備は，周辺居住者の⼀週間あ
たり歩⾏時間を有意に増加させた⽂17）。

また，横浜市における遊歩道の整備も，周辺に居住
する⼥性⾼齢者の歩数を約200〜300歩ほど増加させ
た⽂18）。本実践研究の独⾃性は，上記と異なり，「⾹
共道路計画」という新たなストリートデザインの介⼊
効果を分析する。

さらに，近隣センターで健康を⽀援する「健康相談
会」を実施する。それは，オールドNTにおける厳し
い⼟地利⽤規制の中でも，⼟地利⽤の多様性を維持す
ることを⽬指すデザインである。その居住者の歩⾏を
促進する介⼊として，⼊院した⾼齢者へのリハビリ
テーションプログラム⽂19）や，ラテン系⾼齢者への
ウォーキングプログラム⽂20）の効果が報告されている。
また，スマートフォンを⽤いたゲームが，中⾼年⽂21）

や⾼齢者⽂22）の歩数を増加するという報告もある。
それに対して，本実践研究が介⼊する「健康相談

会」は，専⾨の保健師による地域包括ケアシステムの
⼀部に該当する。類似する事例として，イギリスにお
けるプライマリーケアは，⾼齢者を対象としたランダ
ム化⽐較試験により，３カ⽉で1000歩ほど，12カ⽉
で600歩ほど，有意に増加させた⽂23）。本実践研究の
新規性は，⾼齢者を対象に，健康相談会と⾹共道路計
画の介⼊効果を解明する点である。

2. ⽅法
2.1 事例研究︓⼭⼿台サニータウン

本実践研究が事例とする茨⽊市⼭⼿台は，サニータ
ウンと呼ばれており，茨⽊市⺠に愛されている（図2-
1）。約40年前に北摂⼭地の約105haに，⼾建住宅を
中⼼に開発されて，2019年３⽉時点の⾼齢化率が
37.9%に達する，⼤阪都市圏の主要なオールドNTの
１つである⽂24）。

当初，国際⽂化公園都市事業に関連して，⼭⼿台ま
で⼤阪モノレール彩都線を延伸する計画があった。し
かし2017年に，⼤阪府は，⼤阪モノレール彩都線の
延伸計画を廃⽌した⽂25）。すなわち，⼭⼿台は，鉄道
駅の隣接しないオールドニュータウンである。その廃
⽌を契機に，⼭⼿台街づくり協議会が主導したまちづ
くりが進められてきた。その⼀⽅で，研究主査が調査
の⼀部に関わった茨⽊市⽴地適正化計画（2019年３
⽉施⾏）の施策４（取組16）に，「郊外部の⼀団の
住宅地への予防的対応」が明記された⽂26）。

それを踏まえて，本実践研究委員は，住総研・研究
助成（No.2010）の⽀援を受けて，2020年度に，
「共創ラボ@ IBARAKI」を実践した。その「共創ラ
ボ@ IBARAKI」の成果を基に，2021年度から，⼭⼿
台街づくり協議会・⾏政・企業・⼤学の産官学⺠が連
携した「共創ラボ@YAMATEDAI」の実践が始まった。
本実践研究委員は，この「共創ラボ@YAMATEDAI」
に関わるメンバーで構成されている。

本実践活動に協働する団体は，⼭⼿台街づくり協議
会である。⼭⼿台街づくり協議会は，「茨⽊市地域コ
ミュニティ基本指針（2012年10⽉策定）」に則り，
「街づくり協議会発⾜に向けた懇親会（2015年）」
を経て，⼭⼿台⼩学校区の各⾃治会の他，⼭⼿台連合
⾃治会，⼭⼿台地区福祉委員会などの各種団体を構成
員として，2016年に「⼭⼿台街づくり協議会」とし
て発⾜した組織である。

現在は，「⼭⼿台コミュニティセンター（公⺠

図2-1 ⼭⼿台の⽴地（左︓地図，右上写真︓⼭⼿台の⿃瞰写真，右下写真︓⼭⼿台の写真）



館）」の指定管理者を担いながら，⼭⼿台地区内の課
題解決や，住みよい地域コミュニティを実現するため
に活動している⽂27）。その中で，⼭⼿台街づくり協議
会は，「共創ラボ@ IBARAKI」に協⼒したことを契
機に，⾏政・企業・⼤学と連携して「共創ラボ
@YAMATEDAI」を組織した。そして，具体的な実践
活動を推進するために，「共創ラボ@YAMATEDAI」
の中に，健康分科会，交通分科会，コミュニティハブ
分科会を組織した。

本実践活動は，研究主査が取りまとめ役を担う，共
創ラボ@YAMATEDAI健康分科会（以下，健康分科会
と略）での活動を中⼼としている。この健康分科会は，
研究主査，⼭⼿台街づくり協議会，⼭⼿台コミュニ
ティセンター，株式会社F・Link，茨⽊市都市政策課，
茨⽊市地域福祉課，茨⽊市社会福祉協議会，清溪・忍
頂寺・⼭⼿台地域包括⽀援センター，⼤阪⼤学共創機
構など，産官学⺠連携のメンバーで構成されている。
この健康分科会は，年に２回ほど実施する⼭⼿台健康
フェスタ注２）などを通して，⼭⼿台に居住する⾼齢者
の健康に寄与する活動を実践している。

2.2 介⼊︓ウォーカブルデザイン
本実践研究が介⼊するウォーカブルデザインは，近

隣センターで健康を⽀援する「健康相談会」と，⾃宅
からモビリティスポットまでの歩⾏を⽀援する「⾹共
道路計画」である（図2-2）。具体的には，以下の通
りである。

2.2.1 健康相談会
健康相談会は，⼭⼿台コミュニティセンターで実施

する「移動ほけん室®」である。主に，株式会社F ・
Linkの安原委員と，研究主査が担当した。この健康相
談会は，診療所が⽴地しなくなった⼭⼿台において，
専⾨の保健師による地域包括ケアシステムの⼀部とし
て，⾼齢者を中⼼とした居住者が，健康について気軽
に相談できる場所を確保するために実践する。

株式会社F ・ Linkは，全国で初めて，キャンピング
カーを使った移動型の保健⾞両を保有しており，健康
について気軽に相談できる場所を⽣み出して，医療格
差問題の解決に取り組む社会的企業である。その健康
相談会では，活動量計調査として利⽤するウェアラブ
ル活動量計（Fitbit Charge ５）を⽤いて，専⾨の保
健師による保健指導を⾏った。

2.2.２ ⾹共道路計画
⾹共道路計画は，⾃宅の⽞関先で実施する，ハーブ

を育てるまちづくりである。主に，プロダクトデザイ
ナーの中津委員と，研究主査が担当した。この⾹共道
路計画は，庭付き⼀⼾建て住宅で園芸を楽しむ居住者
が多い⼭⼿台において，⽞関先で共通のハーブを育て
ることで，新たなコミュニティやコミュニケーション
を育むために実践する。

また，１⽇１回は潅⽔する必要があるので，コロナ
禍において閉じこもりがちになった居住者の外出⾏動
を促進することを期待している。その他にも，ハーブ
は⾷材としても健康に良いため，⾷育も兼ねて振る舞
うことを想定している。なお，デザインは，「Edible 
Way Project⽂28）」を参考に，コミュニティ活動とし

図2-2 ⼭⼿台におけるウォーカブルデザイン

健康相談会

⾹共道路計画

健康フェスタの様⼦

活動量計調査の様⼦

図2-3 ⼭⼿台健康フェスタの様⼦



て安価で実施できるように，⾹共道路計画オリジナル
のプレートとフェルト製プランターをデザインした。

2.3 データ︓活動量計調査
本実践研究は，介⼊となる実践活動を⾏い，アウト

カムとしての歩数の前後⽐較を⾏う。そして，健康分
科会が中⼼となり，2022年７⽉31⽇，2022年12⽉
３⽇，2023年６⽉３⽇に，⼭⼿台健康フェスタを実
施した（図2-3）。これらの⼭⼿台健康フェスタに合
わせて，ベースライン調査を2022年８⽉〜10⽉に実
施した。次に，健康相談会の介⼊効果を調査するため，
第１期調査を2023年１⽉〜３⽉に実施した。最後に，
⾹共道路計画と健康相談会の介⼊効果を調査するため，
第２期調査を2023年６⽉〜８⽉に実施した。介⼊期
間は，⼗分な歩数変化を把握するために，前後それぞ
れ１か⽉に設定した。

それぞれの調査では，参加者を30名ほど募集した。
各調査で，⼀部，継続した参加者がいたが，全ての参
加者が重複した訳ではない。そして，介⼊前後に，
ウェアラブル活動量計を前後各１か⽉ほど装着しても
らい，歩数変化を算出した。なお，本実践研究が採⽤
したウェアラブル活動量計は，Fitbit charge５である。
なぜなら，Fitbitは，他のウェアラブル活動量計と⽐
較して，誤差が少ないためである⽂29，30）。そして，参
加者には，週に１度，夜間にウェアラブル活動量計を
充電してもらうように依頼した。

また，参加者は，⾃⾝のスマートフォンにFitbitア
プリを⼊れてもらい，定期的に活動量計とデータを送
信することを依頼した。それにより，参加者はFitbit
アプリを通して，⾃⾝の記録を閲覧できるようにした。
しかし，スマートフォンの操作に不慣れな⾼齢者の参
加者が多いことを考慮して，中間フィードバック（調
査開始後約１か⽉）と最終フィードバック（調査開始
後約２か⽉）に，１か⽉分の結果を，紙⾯でフィード
バックした。それに合わせて，Fitbit charge５とス
マートフォンのFitbitアプリの不具合を確認する機会
を設けた。なお、データの回収は、FitbitのAPIに接続
したFitabaseを利⽤した。

2.4 統計解析︓⼆元配置分散分析
本実践研究の統計解析は，⼆元配置分散分析

（Two-way ANOVA）である。⼆元配置分散分析と
は，⼆つの要因に関する平均の差を検定する⼿法であ
る。本実践研究は，アウトカムを歩数，⼆要因を期間
（前期１か⽉，後期１か⽉）と年齢（64歳以下，65
歳以上）に設定した。また，Hino et al. (2017) ⽂31）

の研究を参考に，共変量を平均気温に設定した。なお，
平均気温は，気象庁が公開する「過去の気象データ」
を利⽤した⽂32）。

⼆元配置分散分析は，第１期調査と第２期調査に分
けて分析した。有意⽔準は0.05に設定した。また，⼀
⽇100歩以下のデータは，外れ値として削除した。そ
の結果に関して，統計的に有意な交互作⽤を確認する。
それにより，⾼齢者にとって有意に歩数が変化した
ウォーカブルデザインを解明する。

なお，統計解析ソフトは、SAS社のJMP Pro 16と、
IBM社のSPSS Statistics 26を利⽤した。

2.5 倫理的配慮
本実践研究は，⼤阪公⽴⼤学⽣活科学研究科研究倫

理委員会の承認を得た。各承認番号に関して、ベース
ライン調査は22-13，第１期調査は22-58，第２期調
査は23-06である。全ての参加者に対して，研究主査
が⼝頭で説明を⾏い，書⾯でインフォームドコンセン
トを得た。また，参加した後でも，いつでも離脱でき
ることを伝えた。

3.結果
3.1 参加者

本実践研究は，⼭⼿台健康フェスタにおいて，参加
者を募集した。表3-1は，研究の全体像を⽰す。また，
図3-1は，参加者のフローを⽰す。詳細は，3.1.1か
ら3.1.3で説明する。

表3-1 結果の概要
ベースライン調査 第１期調査 第２期調査

介⼊ 介⼊デザイン︓ 無し 健康相談会 ⾹共道路計画・健康相談会
⽇程 健康フェスタ⽇程︓ 2022/07/31 2022/12/03 2023/06/03

中間フィードバック︓ 2022年９⽉３⽇／４⽇ 2023年１⽉７⽇／８⽇ 2023年７⽉１⽇／２⽇
最終フィードバック︓ 2022年10⽉１⽇／２⽇ 2023年２⽉４⽇／５⽇ 2023年７⽉29⽇／30⽇

平均気温 ベースライン期間 29.4度 7.7度 23.5度
フォローアップ期間 26.1度 6.3度 28.8度

図3-1 研究の参加フロー図



図3-2 ⼭⼿台健康フェスタでの準備活動

3.1.1 ベースライン調査
ベースライン調査は，2022年７⽉31⽇の「第１回

⼭⼿台健康フェスタ」で参加者を募集して，調査を実
施した。健康フェスタで７名が，後⽇に５名の合計
12名が参加した。そして，中間フィードバックで２
名が離脱して，最終的に10名のデータを分析した
（図3-1）。

3.1.2 第１期調査︓健康相談会
第１期調査は，2022年12⽉３⽇「第２回⼭⼿台健

康フェスタ」で参加者を募集した。健康フェスタで
11名が，後⽇に１名の合計12名が参加した。第１期
調査は，介⼊として，中間フィードバックにおいて，
健康相談会を実施した。その後に１名が離脱して，最
終的に11名のデータを分析した（図3-1）。この11名
の内，⾼齢者は６⼈だった。

なお，第１期調査に先⽴ち，移動ほけん室®の周知
を⽬的に，2022年７⽉31⽇の「第１回⼭⼿台健康
フェスタ」において，移動ほけん室®での⾎管年齢測
定と⾜踏み⾻盤歪みチェックを⾏った（図3-2）。第
１期調査は，その実績を基に実施した。

3.1.3 第２期調査︓⾹共道路計画と健康相談会
第２期調査は，2023年６⽉３⽇の「第３回⼭⼿台

健康フェスタ」で参加者を募集した。健康フェスタで
８名が，後⽇に６名の合計14名が参加した。第２期
調査は，介⼊として，中間フィードバックにおいて，
⾹共道路計画と健康相談会を実施した。その後に離脱
する⼈はおらず，最終的に14名のデータを分析した
（図3-1）。この14名の内，⾼齢者は８⼈だった。

なお，第２期調査に先⽴ち，⾹共道路計画の周知と，
ハーブを育てる⺟集団を増やすために，2022年７⽉
31⽇の「第１回⼭⼿台健康フェスタ」でパセリ・バ
ジル・ミント（計45株）を，2022年10⽉９⽇の「第
１回⼭⼿台マルシェ」でローズマリー（計20株）を，
2022年12⽉３⽇の「第２回⼭⼿台⼭⼿台健康フェス
タ」でローズマリー（計20株）を，それぞれ配布し
た（図3-2）。その実績を踏まえて，2022年11⽉に，
茨⽊市公園緑地課の協⼒を得て，⼭⼿台で「花と緑の
街⾓づくり推進事業注３）」に関わる10団体に協⼒頂き，
ローズマリー125株を配布した。第２期調査は，その
実績を基に実施した。

3.2 アウトカム
3.2.1 ベースライン

ベースライン調査の結果，参加者が2カ⽉間装着し
た１⽇の歩数は，平均8092.35歩（標準誤差252.02
歩）だった。その結果，今回の調査に協⼒した⼭⼿台
の居住者が，⼀⽇平均で約8000歩は歩⾏しているこ
とを意味している。この歩数を，本実践研究のベース
ラインとして設定した上で，第１期調査と第２期調査
を⾏った。

3.2.2 健康相談会の効果
第１期調査の結果，２カ⽉間装着してもらった１⽇

の歩数は，前半で平均8737.30歩／⽇（標準誤差
263.20歩／⽇），後半で平均8736.35歩／⽇（標準
誤差306.20歩／⽇）だった。この歩数は，ベースラ

イン調査と類似する歩数であり，第１期調査の妥当性
を⽰している。

次に，期間（前半・後半）と年齢（64歳以下・65
歳以上）という⼆要因に関して，平均気温を共変量に
設定して，⼆元配置分散分析を⾏った（図3-3，表3-
2，表3-3）。その結果，表3-2より，５%⽔準で，期
間 と 年 齢 の 間 で ， 有 意 な 交 互 作 ⽤ が ⾒ ら れ た
（F=7.32，p<0.05）。特に，図3-3より，64歳以下
の⼈は，後半に歩数が増加したのに対して，65歳以
上の⼈は，後半に歩数が減少した。

具体的に，表3-3より，64歳以下居住者は1178.45
歩／⽇ほど増加したのに対して，65歳以上居住者は
938.19歩／⽇ほど減少した。特に，64歳以下居住者
の後半の歩数は，平均10853.39歩／⽇（標準誤差
437.97歩）で，99%信頼区間は下限9993.31歩／⽇
で，上限は11713.46歩／⽇だった。この結果は，64
歳以下の⼈に，健康相談会の効果がある可能性を⽰唆
している。その⼀⽅，65歳以上の⼈の歩数が下がっ
た理由は，季節的な要因の他，⽇常的に医師に相談し
ていた可能性を⽰唆している。

3.2.3 ⾹共道路計画の効果
第２期調査の結果，２カ⽉間装着してもらった１⽇

の歩数は，前半で平均9947.3歩／⽇（標準誤差
275.2歩／⽇），後半で平均8893.4歩／⽇（標準誤

移動ほけん室🄬

⾹共道路計画



差285.7歩／⽇）だった。この歩数は，ベースライン
調査よりわずかに多い歩数だが，第２期調査の妥当性
を⽰している。

次に，期間（前半・後半）と年齢（64歳以下・65
歳上）という⼆要因に関して，平均気温を共変量に設
定して，⼆元配置分散分析を⾏った（図3-3，表3-2，
表3-3）。その結果，表3-2より，5%⽔準で，期間と
年齢の間で，有意な交互作⽤が⾒られた（F=5.22，
p<0.05）。特に，図3-3より，65歳以上の⼈は，後
半に歩数が増加したのに対して，64歳以下の⼈は，
後半に歩数が減少した。表3-3より，64歳以下居住者

は1598.67歩／⽇ほど減少したのに対して，65歳以
上居住者は231.40歩／⽇ほど増加した。特に，65歳
以上居住者の後半の歩数は，平均9939.15歩／⽇（標
準誤差432.62歩）で，99%信頼区間は下限9089.77
歩／⽇で，上限は10788.53歩／⽇だった。この結果
は，65歳以上の⼈に，⾹共道路計画の効果がある可
能性を⽰唆している。その⼀⽅，64歳以下の⼈の歩
数が下がった理由は，Hino et al. (2017)の結果⽂31）

に基づくと，夏季の猛暑により歩数が減少したものと
考えられる。

F 値 有意確率
第１期調査 切⽚ 30.83 0.07

平均気温 0.9 0.34
期間[前半・後半] 0.01 0.93

年齢[64歳以下居住者・65歳以上居住者] 6.81 0.23
期間[前半・後半] * 年齢[64歳以下居住者・65歳以上居住者] 7.32 0.01*

第２期調査 切⽚ 16.7 0
平均気温 0.97 0.33

期間[前半・後半] 0.43 0.59
年齢[64歳以下居住者・65歳以上居住者] 1.09 0.49

期間[前半・後半] * 年齢[64歳以下居住者・65歳以上居住者] 5.22 0.02*

期間 年齢 平均値 標準誤差 95%信頼区間

第１期調査 前期（2022年12⽉） 64歳以下居住者 9674.94 391.23 [8906.65，10443.23]

65歳以上居住者 7971.85 335.39 [7313.22，8630.48]

後期（2023年１⽉） 64歳以下居住者 10853.39 437.97 [9993.31，11713.46]

65歳以上居住者 7033.66 403.5 [6241.26，7826.05]

第２期調査 前期（2023年６⽉） 64歳以下居住者 9665.56 511.16 [8661.97，10669.14]

65歳以上居住者 9707.75 460.52 [8803.60，10611.91]

後期（2023年７⽉） 64歳以下居住者 8066.89 479.85 [7124.77，9009.00]

65歳以上居住者 9939.15 432.62 [9089.77，10788.53]

図3-3 活動量計の変化

表3-2 ⼆次元配置分散分析の結果

表3-3 ⼀⽇あたりの歩数の変化



4. 考察
本実践研究は，茨⽊市⼭⼿台を事例として，⾼齢者

の歩数増加に有効なウォーカブルデザインを解明する
ために，前後⽐較調査を実施した。本実践研究は，
ウォーカブルデザインとして，近隣センターで健康を
⽀援する「健康相談会」と，⾃宅からモビリティス
ポットまでの歩⾏を⽀援する「⾹共道路計画」を実践
した。その結果，健康相談会と⾹共道路計画を介⼊す
ると，65歳以上居住者は，231.40歩／⽇ほど，有意
に増加したことを解明した。この歩数について，国⼟
交通省のガイドライン⽂33）に基づくと，⼀⼈当た
り，312.39円／⽉〜423.46円／⽉の医療費を削減し
たと推計できる。その結果は，⾼齢者の歩数を200歩
／⽇から300歩／⽇ほど増加させた，横浜市における
遊歩道の整備の事例⽂18）からすると，妥当な結果
である。さらに，活動レベルの上昇がみられなかった，
イギリスにおけるDIYストリートプロジェクトの事例
⽂16）からすると，有意に歩数を増加させたことを
解明した本実践研究の結果は，重要な結果である。特
に，遊歩道の整備に投資したコストの⾼さを考慮する
と，本実践研究が実践したウォーカブルデザインが同
等の効果を出したという結果は，⼗分に意義のある結
論である。

また，注⽬するべき結果は，「健康相談会」だけを
介⼊すると，64歳以下居住者が1178.45歩／⽇ほど，
有意に増加したことである。この結果は，３カ⽉で
1000歩ほど増加させた，イギリスにおけるプライマ
リーケアの事例⽂23）からすると，妥当な結果であ
る。しかし，イギリスにおけるプライマリーケアの事
例と異なる点は，専⾨の保健師による地域包括ケアシ
ステムの⼀部として実践した「健康相談会」が，⾼齢
者ではなく，64歳以下居住者の歩数を増加させたと
いう点である。その理由は，医療機関へのアクセス性
が関係しているかもしれない。⼭⼿台は，診療所が⽴
地しなくなったオールドNTである。
そのため，医療機関にアクセスする頻度が少ない64
歳以下居住者は，「健康相談会」の効果が，強く現れ
た可能性がある。

しかし，本研究が注意するべき結果は，「健康相談
会」に加えて「⾹共道路計画」を介⼊すると，64歳
以下居住者の歩数が1598.67歩／⽇ほど減少したとい
うことである。第２期調査は，夏季の猛暑期間に介⼊
したため，Hino et al. (2017)の結果⽂31）を考慮す
ると歩数が減少したことも妥当である。しかし，「⾹
共道路計画」が64歳以下居住者に悪影響を及ぼした
可能性を否定することができない。したがって，今後
の調査は，「⾹共道路計画」だけを介⼊した調査を実
施することが求められる。

本実践研究の結果は，オールドNTにおいて，有意
に効果があるウォーカブルデザインを解明した点で，
⾮常に⽰唆に富む。そもそも，オールドNTは，急増
する⾼齢者の⾃⽴的な暮らしを⽀えることが急務と
なっている。その⼀⽅で，厳しい⼟地利⽤制限などに
より，介⼊できるウォーカブルデザインの⽅策が乏し
いという課題がある。その中で，図1-1に体系化した
オールドNT型スマートシティの内，⾃宅からモビリ
ティスポットもしくは近隣センターまでの歩⾏を⽀援 図4-1 現在の活動

⼭⼿台マルシェ

元気︕いばらき健康体操

べジチェックとベジスープの提供

コミュニティセンターでの講座

⼭⼿台フェスタ

ラストワンマイルモビリティに向けた取り組み



する「⾹共道路計画」と，近隣センターで健康を⽀援
する「健康相談会」を実践して，その効果を解明した。
しかし，図1-1には，モビリティスポットから近隣セ
ンターを繋ぐ「ラストワンマイルモビリティ」がある
ことに留意する必要がある。「ラストワンマイルモビ
リティ」を実践することで，⾃宅からモビリティス
ポット，そして近隣センターまでを緩やかに繋ぐ，
ウォーカブルデザインを実施することが可能になる。

本実践研究は，⼭⼿台健康フェスタの開催に合わせ
て，ラストワンマイルモビリティの実証実験も部分的
に⾏った（図4-1）。また，その他の活動を通して，
図1-1のオールドNT型スマートシティを補完する，新
たなウォーカブルデザインも⾏っている（図4-1）。
本実践活動の研究グループは，今後も，⾃宅から近隣
センターまで，全体を緩やかに繋ぐウォーカブルデザ
インの実践に取り組む。そして，活動量だけでなく，
医療費抑制効果や慢性疾患改善などのアウトカムを，
中⻑期的に分析することで，社会的インパクトの⾼い
介⼊を探求する。

本研究の限界は，選択バイアスのリスクである。本
研究は，今まで⼭⼿台で実施されてこなかった「⾹共
道路計画」と「健康相談会」を実践するため，多数の
参加者を募集することは困難と判断して，対照群の無
い前後⽐較試験を採⽤した。すなわち，本研究は，少
⼈数の健康な成⼈を対象とした，第１相試験の扱いと
して実践された。しかし，対照群を設定しなかったこ
とで，サンプルがバイアスを受けた可能性を否定する
ことはできない。さらに，⼭⼿台健康フェスタで参加
者を募集したため，65歳以上の⾼齢者の中でも，⽇
常的に健康意識の⾼い参加者が多かったことを否定で
きない。特に、データ計測に⽤いたウェアラブル活動
量計⾃体が、1000歩ほど歩⾏を促進するという報告
もある⽂34）。今後の調査は，より広く参加者を募
集する研究⼿法を取り⼊れて，選択バイアスなどのリ
スクを排除することが可能な，よりエビデンスレベル
の⾼い研究へと移⾏することが望まれる。

5. 結論
本研究の結論は，⾃宅からモビリティスポットまで

の歩⾏を⽀援する「⾹共道路計画」と，近隣センター
で健康を⽀援する「健康相談会」という２つのウォー
カブルデザインにより，65歳以上居住者は，231.40
歩／⽇ほど，有意に増加したことである。本研究が実
践したウォーカブルデザインは，投資したコストの低
さを考慮すると，⼗分に興味深い意義にある結論であ
る。
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